
第４次さむかわ男女共同参画プラン令和元年度事業実績評価に対するさむかわ男女共同参画プラン推進協議会の意見等に対する回答

事業
番号

事業名 事業内容 指標 担当課 推進協議会委員の意見等 担当課の回答

3
女性委員登用の

推進

町審議会などの
職指定委員の見
直しを図り、女性
委員の登用をより
一層推進します。

町審議会の女性
委員の登用率

（％）
協働文化推進課

・本来なら男女が同数になることを目標とすべきであるため、現
在の状況から考えれば少しづつ目標値を上げていくべきだと思
う。

・委員の選出を依頼している団体や組織の特性から、女性が少
ないなどの個別の状況があるとのことだが、所管する担当課と
調整し、まずはその組織内での女性役員等を増やすよう積極的
に働きかけてみてはどうだろうか。全体のボトムアップをするた
めに、その組織に所属する女性の比率と同率の女性役員選出
を目指し、委員の選出方法についても工夫するなど、目標値の
達成に向け努力してほしい。

・ご提言の内容を踏まえて、目標値を上げるべく庁内
で調整を図りながら、さらなる女性委員の登用の推進
に努めてまいります。

・管理職の職員数における女性の割合についての数
値目標は、寒川町のびのび子育て応援プラン(次世代
育成支援特定事業主行動計画)の中で、平成28年度
から令和2年度までの5年間において18％を維持する
と定めています。

・女性職員に対しては、現在、神奈川県市町村研修セ
ンター主催の女性職員キャリアアップ研修を活用して
いますが、数値目標として女性の活躍が期待される社
会の中で、女性職員のキャリアアップを支援するととも
に、ワーク・ライフ・バランスの観点から仕事と私生活
の両面での充実を図れるよう、引き続き研修を通じた
支援を図ってまいります。

1
管理職への女性
登用の推進

事業所としての町
の取り組みとし
て、能力や意欲の
ある女性の管理
職への登用を推
進します。

管理職の職員数
における女性の
割合（％）

総務課

・平成28年～令和2年の事業に対する目標が変化しないのはな
ぜか。
課題があるならどういった課題なのか。
今後も女性職員数増加のための工夫が必要なのではないか。

・管理職以外の女性も含めた職員に対する女性の割合もわかる
とよいと思う。

・男女の区別なく総合評価による登用を行っているとのことだ
が、寒川町では育児休業の取得率や取得期間の男女差はない
のか。もし、女性の方が男性よりも長期間の育児休業を取得し
ていたり時短勤務をしているのであれば、男性に比べて女性の
仕事の経験値が低くなってしまうと思われる。その場合、女性に
特化した人材育成を行い、男性に比べ不足している経験値を補
うことが必要になる。また、女性が出産などのライフイベントを迎
える前に男性よりも前倒しで多様な経験を積むなど、仕事や
キャリアについての意識づけを工夫しなければ、男性と同等の
総合評価で女性の管理職を増やすことは難しいのではないか。
民間企業では入社後、仕事の困難さ、面白さを女性に経験させ
女性自身に働き続けるためのキャリアビジョンをしっかりもっても
らう工夫をしているところが多数ある。
そして、育児中の女性や男性に対し「育児中は大変だろうから困
難な業務からは外した方がいい」などの「無意識の思い込み」を
払しょくし、個を活かすマネジメントをすることが求められていくと
思う。そのための「アンコンシャス・バイアスセミナー」などを実施
し、管理職側の意識を変えることも必要だと考える。
子育て中の男性でも、女性でも「やりたい」と希望する仕事をあ
きらめることなくやりがいをもって働き、キャリアアップできるよう
働き方改革の推進と合わせた施策の実行を期待する。

資料２



事業
番号

事業名 事業内容 指標 担当課 推進協議会委員の意見等 担当課の回答

4
女性の活躍のた
めの講座の開催

女性の活躍促進
のための講座を
開催し、女性リー
ダーの育成や住
民活動等への参
画を促進します。
また、町以外で開
催される講座等に
ついて情報提供し
ます。

講座の参加人数
（人）

協働文化推進課
・相手のことを理解する意味で「傾聴する」ことが大切だと考える
ので、講座に取り入れてほしい。

講座開催時のテーマ案のひとつとして考慮させていた
だきます。

6
就労支援講座の

開催

県や関係機関と
共催し、就労支援
のための講座を
開催します。

開催講座数（講
座）

産業振興課

・平成30年度は、パワハラ等のハラスメント対策についての講座
が開催されていた。令和元年「男女共同参画社会」に関するア
ンケート調査の意見でセクハラ・パワハラの問題を抱えている人
の現状がうかがえる。今後、企業への聞き取り調査などにハラ
スメント問題も取り入れてほしい。

現在行っている労働講座は、毎年その時代背景に
あった内容をテーマとし、講座を開いています。他機関
と調整を行っていく中で、そういった現状があることを
考慮し、今後の講座内容を検討していこうと考えてい
ます。
また、企業訪問については基本的には経営課題等の
問題について聞き取りを行っていますが、経営者側か
らハラスメント問題に関する問題提起をいただいた際
は、しかるべき相談機関等へつないでいきます。

8
求人に関する情

報提供

役場ロビーにハ
ローワークの求人
検索のための検
索端末等を設置
し、情報提供に努
める。また、合同
面接会等でも求
人情報を提供しま
す。

湘南合同面接会
で求人情報を提
供できた企業数

（社）

産業振興課

・現在は新型コロナウィルスの影響でなかなか外出ができない
状況だと思われる。面接会で求人の情報提供をするだけでなく、
インターネットを活用し自宅で面接を行うなど実施方法の見直し
を検討してほしい。

現在のコロナ禍の中で、合同面接会の手法について、
オンラインで行うという選択肢も上がりましたが、ハ
ローワーク等と調整した結果、今年度については、例
年と同様の形で行う予定としています。しかし、より良
い面接会実現のため、インターネット上で、企業の情
報をより魅力的に表現するための特設サイトの構築等
を考えています。

9
暴力防止に関す
る意識啓発

広報紙等を通じて
ＤＶに関する情報
発信を行い、暴力
防止に関する意
識啓発を行いま
す。

広報紙、ホーム
ページでの啓発
回数（回）

町民窓口課

・平成30年度のC評価からA評価になり、担当課の意識啓発に
向けての熱意が伝わってくる。新型コロナウィルスの影響から家
の中で過ごすことが多くなり、暴力が増えていると報道されてい
る。残念ながら見えない暴力は増えている現状を考え、今後も
様々な機会を見据えて暴力防止の啓発活動を行ってほしい。

・数年続けて広報紙への掲載ができない状況であった中、前年
度は広報紙に掲載できたことは、大いに評価できると考える。
一方で、新型コロナウイルス感染症による生活不安・ストレスな
どから、DV等の増加や深刻化が懸念されている。また、自粛に
伴うテレワークが増加したことから、DV加害者が在宅しているた
めDV被害者がなかなか相談できない状況となっている。今後も
HPや広報紙への掲載だけでなく、加害者への気づきを促すよう
な広報や相談窓口を案内するなど、あらゆる機会をとらえて意
識啓発することを期待したい。

・DV相談窓口は、電話や面談のほかに被害者の方が
相談しやすいようLINEによる相談もあります。
また、被害者だけではなく加害者の方がDVを止めたい
と悩んでいることもあります。
今後も引き続き様々な機会を捉え、暴力防止の啓発
活動や情報発信を行い、意識啓発を行います。



事業
番号

事業名 事業内容 指標 担当課 推進協議会委員の意見等 担当課の回答

11
町役場における
各種ハラスメント
防止体制の充実

町職員間におけ
る各種ハラスメン
トの根絶に向け
て、相談しやすい
職場の雰囲気づく
りや周知を行い、
相談体制の充実
を図ります。

（平成28･29年度）
相談と処分の件

数（件）
（平成30年度～令
和2年度）処分の
件数（件）

総務課

・ハラスメントやDVに対して被害者側から発信することはハード
ルが高いと感じている。自身では被害者と感じていない方にもア
ンケート等を行うことによって目を届かせられるような体制づくり
が取り組まれるとよいと思う。健康増進事業の一環としてアン
ケート形式で行えばだれもが参加しやすいものになると思う。

問題となる前の段階から、相談しやすい職場の雰囲気
づくりや周知を行うとともに、未然の段階から状況を把
握しやすい方策を検討してまいります。

12

各種ハラスメント防
止に関する啓発や
各種相談窓口の情

報提供

広報紙などを活用
し、各種ハラスメン
ト防止に関する啓
発や関係機関にお
ける各種相談窓口
の情報提供を行い
ます。

広報紙、ホーム
ページでの啓発回

数（回）
町民窓口課

・各種ハラスメントの防止と、町民への意識啓発につなげるため
ホームページだけではなく、広報紙による情報提供が必要であ
ると思う。年１回DV相談の掲載時期と合わせてみてはどうだろう
か。

・各種ハラスメントの防止と町民への意識啓発につい
て、広報紙へDV相談の掲載と時期を合わせることで、
より効果的に情報提供できるよう努めます。

13
各種相談の実施
や人権に関する
情報提供

人権相談など各
種相談を実施し、
関係機関との連
携を図ります。ま
た、人権に関する
様々な情報提供
を行うとともに、街
頭での啓発活動
などを通じて町民
への意識啓発を
行います。

街頭での人権啓
発活動回数（回）

町民窓口課

・人権相談件数が減少しているのは、多くの意識啓発活動に努
めた結果であれば良い傾向だと思われる。正確にはどういった
要因なのか必要な人に情報が届いているのか検証をしてほし
い。

・人権相談件数については、令和元年度は前年度に
比べると減少しておりますが、寒川においては年々減
少しているわけではなく、多い年と少ない年と波がある
状況です。
また、横浜地方法務局管内では平成２９年度から令和
元年度の3年間については人権相談件数は年々減少
しておりますので、全体的にみると減少傾向であると
考えます。
今後も引き続き人権に関する様々な情報提供や啓発
活動を行い、情報を届けるよう努めていきます。

14 健康増進事業

生活習慣病予防
や健康維持・増進
のための健診を
実施し、町民の健
康づくりを支援し
ます。

成人健診（パパマ
マ健診）の実施回

数（回）
健康・スポーツ課

・平成30年度から比較すると、受診人数が減っているがその理
由の把握をしていれば教えてほしい。

・健康に関しては興味を持つ人が多く健診や講座への参加が多
いと推測できる。しかし、男性の出席率をもっと上げられるような
工夫をしてほしい。

・実施回数に変更はございません。受診者数が減った
要因としては、受診勧奨方法が影響していると考えま
す。平成30年度は勧奨はがきの郵送を1,713通発送し
ておりましたが、令和元年度は800通とし、その分健診
受診の機会が作りづらい子育て世代に向けて、ちらし
の配布や母子アプリを活用しお知らせの発信を行いま
した。令和2年度は、勧奨はがきの発送対象条件を再
検討し、周知を図ってまいります。
・町の健診受診状況としては、女性が多い状況となっ
ております。これは、男性は職場での受診機会が確保
されている方が多いためと考えています。引き続き、必
要な対象者が参加しやすい事業を検討してまいりま
す。



事業
番号

事業名 事業内容 指標 担当課 推進協議会委員の意見等 担当課の回答

16
公民館講座（健康
づくり講座）の開

催

公民館講座を通じ
て健康に対する
意識付けを図るな
ど、町民の健康づ
くりを支援します。

講座の開催回数
（回）

教育総務課
・健康に関しては興味を持つ人が多く健診や講座への参加が多
いと推測できる。しかし、男性の出席率をもっと上げられるような
工夫をしてほしい。

令和2年度の南部公民館講座で男性向けの体力診断
講座を開催予定しています。健康づくり講座に限らず、
男性の参加者を伸ばすことは公民館の課題と考えて
います。人生100年時代を迎え、町民一人一人の生涯
にわたる学びを支えるためにひとづくり、つながりづく
り、地域づくりの場となる社会教育施設の利用促進は
重要となります。

17 健康教育事業

新成人等へのパ
ンフレットの配布
による健康教育を
実施します。

小冊子の配布回
数（回）

健康・スポーツ課
・新成人への啓発事業として効果的だと思う。実績の報告時に
は、配布数などをあわせて記載するとよりわかりやすいと思う。

・回数とともに記載してまいります。なお、令和元年度
は成人式に参加した新成人331名(男性178名、女性
153名)に対し、配布いたしました。

22
育児休業取得の

促進

町職員が男女とも
に育児休業を取
得しやすい環境を
整備し、子育ての
支援を図ります。

男性職員の育児
休業取得率
（％）

総務課

・前年度と比較して、取得率が大幅に下がったことは残念に思
う。シフト勤務の消防職では、育児休業の取得はハードルが高
いのかもしれないが、管理職への意識改革を促していくなど育
休取得促進への取組を進めてほしい。
また、以前から指摘されている育児休業の取得日数に関する記
載がない。事務職の男性職員の育児休業の取得が増加してい
るとのことだが、「何か月以上取得した職員が何人」とぜひア
ピールしてほしい。

・職場によって育児休業が取得しづらい状況があるも
のの、職場の理解とその体制を支える制度等の支援
が必要であることから、育児休業取得促進に向けて制
度周知を図ってまいります。指標の表示については検
討してまいります。

24
保育環境充実事

業

認可保育所や認
可外保育施設、
私立幼稚園に給
付費や補助金を
支出することによ
り、保育所の設備
及び運営基準の
維持、事業の充
実や児童の処遇
改善、保育サービ
スの供給増加等
を図ります。

定員に対する入
所率（％）

保育・青少年課
・保育所について、入所率という指標があるが、待機人数等を合
わせて明記してはどうか。今後、待機人数を減少させることも目
標とするべきではないだろうか。

　各保育施設において定員を定めていますが、面積要
件、保育士の配置基準を満たす範囲内で定員を上
回って受け入れることができるので、定員に対しての
入所率を目標値としていました。
　待機児童数を減少させていくことも目標ではあります
が、待機児童数は国の定義に基づくもので、０になっ
たとしても未入所児童は存在するので、今ある施設の
中でより多くの児童を受入て頂くよう町として支援をし
ていくことを引き続き目標としていきたいと考えます。

25
子育て支援相談

事業

子育て全般につ
いての相談指導と
育児情報の提供
を行います。

相談への対応率
（％）

子育て支援課
・相談件数582件というのは、あくまでも声を上げられる養育者
の件数であり、自身の困り感を表に出せない養育者へのフォ
ローも検討する必要があるのではないかと思う。

・子育て支援課事業では、母子健康手帳交付時の聞
き取り段階から、妊婦やその家庭を取り巻く様々な環
境を確認し、必要に応じて関係機関等とも連携を図っ
ております。出産後も必ず家庭訪問を行い、状況確認
や産婦・家族の心配事を把握しております。また、その
後の乳幼児健診や育児相談等の機会にも、新たな不
安がないか確認するとともに、健診等を受けられな
かった母子については、連絡を入れて様子を聴いた
り、場合によっては訪問したりするなど、相談があった
母子に限らず、こちらで気にかけている母子について
は、常に保健師によるフォローを行っております。



事業
番号

事業名 事業内容 指標 担当課 推進協議会委員の意見等 担当課の回答

26
児童クラブ運営事

業

保護者が労働等
により放課後昼間
家庭にいない児
童に、放課後の適
切な遊びや生活
の場を与え、児童
の健全な育成を
推進します。

入所児童数（人） 保育・青少年課

・入所児童数は目標値に達していないが、増加している.設定し
ていた目標値が高かったのか利用の希望はあるが事情があり
入所できないのか。寒川学童保育会と課題の共有を行い、解決
できることであれば対応してほしい。

・児童クラブについて、入所人数という指標があるが、待機人数
等を合わせて明記してはどうか。今後、待機人数を減少させるこ
とも目標とするべきではないだろうか。

　児童クラブの入所人数は、定員をベースとしながら
も、これまでの入所実績やその年の状況なども踏まえ
て、学童保育会と協議をしながら、令和元年度は定員
数を超えての受け入れも行っています。計画期間にお
いて定員数を増やすことが出来なかったことから、入
所児童数の目標を達成することはできていませんが、
令和3年4月から新たな児童クラブが開所する予定で
あることから、目標に大きく近づく予定です。その後に
ついても、クラブ側との協議、定員の見直し、民間事業
者の活用等の検討により目標の達成を目指していき
たいと思っています。
現状も、未入所児童（待機児童）は存在していますが、
人数については、施設の整備や定員及び保護者の就
労状況等により影響を受けるので、今ある施設の中で
より多くの児童を受け入れに努めることで、引き続き入
所児童数を目標としていきたいと考えます。

28
父親・母親教室の

開催

初妊婦とそのパー
トナーを対象にし
た、妊娠・出産・育
児や家庭づくり等
についての講座
の開催を通じて、
男女が協力して
家事や育児を行う
ことについて意識
啓発を図ります。

参加者の満足度
（％）

子育て支援課

・日曜日開催の夫（パートナー）の参加割合が増加したのは、周
知方法や内容を工夫したことによるものと思われ、この点は評
価できると思う。父親・母親教室に参加したことで、どのように意
識の変化があったっかなどがわかるようにアンケートなどを実施
し評価の指標としてはどうだろうか。

・妊娠中（特に初産婦）に出産後の子育て支援を知る機会を作
ることも必要ではないだろうか。施設の紹介や実際にツアーのよ
うな形で足を運んでみることもよいと思う。子育てひろば、図書
館、おひざに抱っこ等あるため検討してほしい。

・教室内容については、今後も適時見直し等を図って
いきたいと考えております。また評価については、アン
ケートを実施し、参加者の満足度と、自由記載でご意
見を頂いており、内容などからも満足度は意識変化と
連動していると判断しております。

・妊娠中に子育て支援情報を知ることについての重要
性は認識しており、２日目に子育て支援センターや主
任児童委員の方などを招き、子育て支援の内容や施
設の紹介を行っています。

30 介護教室の開催

介護技術・対応方
法を習得するため
の講習会の開催
を通じて、男女が
ともに介護を担う
ことの意識啓発を
図ります。

講座参加者合計
数（人）

高齢介護課

・介護の現状を捉え、実情にあった介護教室に変えていくことが
必要だと考える。自宅介護から施設介護への移行や男性の介
護者が増えてきていることなど、目標値が高いのかもと感じる。
今後目標値についても検討してほしい。

・「認知症高齢者介護教室」での男性の参加者数が倍増したこと
は大いに評価できると考える。しかし、「家族介護教室」の参加
者数が横ばいとのことだが、この二つの講座の開催月をずらす
などして、一方の講座の参加者にもう一つへの講座の参加を促
してみてはどうだろうか。

集合形態の教室の開催について、新型コロナウイルス
感染症感染拡大防止の観点から見直しをする必要が
あります。講座として継続して開催していくかは現在検
討中です。
・開催方法についても工夫をして、介護技術・対応方法
の習得が必要な多くの人へ届けていくことを目標にし、
周知方法等を検討していきます。
・開催時期について、「家族介護教室」の開催月をずら
し、「認知症高齢者介護教室」の参加者へ「家族介護
教室」への参加を促していきます。



事業
番号

事業名 事業内容 指標 担当課 推進協議会委員の意見等 担当課の回答

32
ファミリーサポート
センター事業

育児の援助を受
けたい人と行う人
が会員となって一
時預かり等の事
業を行うことによ
り、育児世代の地
域活動への参加
を支援します。

活動件数（件） 子育て支援課

・活動件数は目標達成となっているが、まかせて会員の数はと
ても少なくこの人数の中で多数のお願い会員を受け入れている
のが現状と思われる。まかせて会員増員のためにも家での受け
入れだけではなく、子育て支援活動をしている場での預かり等
で、預かる側の負担軽減を図るのも一つではないか。

　子育て支援活動をしている場所は、町には岡田地区
に１カ所子育て支援センターがございますが、事業目
的が、子育て親子の交流の場の提供、子育て等に関
する相談援助を実施しているため、預かり等を実施す
る場所ではございません。
　１人で預かることの不安を感じている方が少なくない
ことは承知しておりますので、講座等の開催時に何人
かで保育を体験してもらうなど不安を取り払うための取
り組みを行い、まかせて会員の負担軽減に繋がるよう
努めてまいります。

36
父親・母親教室の
開催（再掲）

初妊婦とそのパー
トナーを対象にし
た、妊娠・出産・育
児や家庭づくり等
についての講座
の開催を通じて、
男女がお互いを
理解し尊重するこ
とについて意識啓
発を図ります。

参加者の満足度
（％）

子育て支援課

・日曜日開催の夫（パートナー）の参加割合が増加したのは、周
知方法や内容を工夫したことによるものと思われ、この点は評
価できると思う。父親・母親教室に参加したことで、どのように意
識の変化があったかなどがわかるように、アンケートなどを実施
し評価の指標としてはどうだろうか。

・教室内容については、今後も適時見直し等を図って
いきたいと考えております。また評価については、アン
ケートを実施し、参加者の満足度と、自由記載でご意
見を頂いており、内容などからも満足度は意識変化と
連動していると判断しております。


